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磁気的特性の制御も実現した。スピントロニクスは、Peter Grünbergと Albert Fertら


















































































Si · si (1.2.2)
*1 強磁性体中で、隣合ったスピンの歳差運動に位相差があるときのスピンの集団励起モードをスピン波と呼
ぶ。スピン波を準粒子として記述したものがマグノンである。













成 (消滅)演算子、添字 σ =↑, ↓はスピン状態である。(1.2.2)式の第１項の tij は j サイ
トから iサイトへの電子移動の確率振幅である。そして、第２項は iサイトにおける局在












Jsi × Si −∇ · jis (1.2.3)
となる。ここで、−∇ · jis はスピンの流れの湧き出しを表すための形式的な表現だと考え





































となる (ここで、Rij は、i→ j サイトへ向かうベクトル)。電流が、電子の実質的な移動















でいることがわかる。(1.2.4)式から、電流 jic は、(1.2.5)式において (σ)σσ′ → δσσ′ とし
たものである。
ここで、スピン流の概念を考えるにあたって、スピンの量子化軸を z 軸方向に固定した
成分である jsz に着目する。電流 jc の ↑成分と ↓成分をそれぞれ j↑, j↓ とすると、電流及
びスピン流は、










*2 ハイゼンベルグの運動方程式は、Ȧ = (i/ℏ)[H,A],
(
[X,Y ] ≡ (XY − Y X)
)
と表すことができる。







: Charge : Spin
図 1.1 (a) 電流 jc の模式図。電流はランダムなスピンをもつ電荷の流れであり、全体











σ = σσE+ eDσ∇δnσ (1.2.8)
のように電場 E = −∇ϕ(ϕ は静電ポテンシャル) によって駆動されるドリフト項 jDriftσ
と、電子の濃度勾配によって駆動される拡散項 jDiffusionσ の和によって表現される。ここ
で、σσ、Dσ はスピン σ をもつ電気伝導度及び拡散係数であり、δnσ ≡ nσ − n̄σ はスピ
ン σ をもった電子数密度 nσ の平衡状態の平均値 n̄σ からの電子数密度の変化を表してい
る。 δnσ より、化学ポテンシャル µcσ は µ
c




























∇(σ↑µ↑ − σ↓µ↓) (1.2.12)
と表せる。(1.2.11)式、(1.2.12)式から理解できるように、電流は µそのものが駆動源に
なっているのに対し、スピン流はスピン依存の電気化学ポテンシャル µ↑ と µ↓ の差の勾
配が駆動源になっていることがわかる。
ここで平衡状態では、電荷の連続方程式
























































となる。また、D↑ = D↓ = D,∇σ↑(↓) = 0を仮定した。
ここで n↑ − n↓ の定常状態について考えてみる [すなわち式 (1.2.16)=0]。(1.2.13) 式
に、(1.2.11)式を代入することによって、
∇2(σ↑µ↑ + σ↓µ↓) = 0 (1.2.17)
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図 1.2 (a) アップスピンとダウンスピンそれぞれの電気化学ポテンシャルの空間分布




























状態のときに、i 番目のサイトの位置を ri と定義すると、隣接している m の和は、∑
j mj =
∑




m(ri + aj) = m(ri + ax) +m(ri − ax) +m(ri + ay) +m(ri − ay)
+ m(ri + az) +m(ri − az) (1.2.21)



























= a2∇2m(ri) + 6m(ri) (1.2.23)




= −γJa2m(r)×∇2m(r) ≡ −γAm(r)×∇2m(r)　 (1.2.24)








マグノンの生成・消滅の過程としては、波数 k が 0 である一様歳差運動からマグノン
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前進静磁波 (Forward volume magnetostatic spin wave: FVMSW)である。二つ目は膜
面に平行で kにも平行な方向にHを印加したときに発生する体積後進静磁波 (Backward
volume magnetostatic spin wave: BVMSW) である。三つ目は膜面に平行で k に垂直
な方向に H を印加したときに発生する表面静磁波 (Magnetostatic surface spin wave:


















となる。ここで dm(r)/dt = 0 でないと平衡状態ではなくなるので、(1.2.26) 式の右辺
第 2 項にノンコリニアな磁化状態による寄与 τ を付け足した。(1.2.26) 式の (Am(r) ×
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と変換できる (s± = sx ± isy)。ここで量子化軸 sz と sx − sy 平面内のスピンのなす角度









= iℏ に対応する (図 1.3 (b))。よって隣同士のサイト i, j においてスピンの
方位角が θi, θj と異なると、角度差に対応したスピン流が流れているとみなせる (図 1.3
(c))。これが超伝導電流に対応した交換スピン流となっている。
交換相互作用は、2つのスピンが交換スピン流を交換し合う描像で捉えることができる
が、それは次のように理解できる。si、sj に以下のハミルトニアン H のように交換相互
作用が働いているとする。












− Jszi szj (1.2.30)








si × sj ≡ jj→i (1.2.31)
となり、si と sj の外積成分が含まれることがわかる。また jj→i はサイト j からサイト i
に流れるスピン流である。また同様にサイト iからサイト j へもスピン流 ji→j = −jj→i
が流れている。これは (1.2.3)式右辺の第 1項に他ならない。
また位相差に応じスピン流が存在するモデルは、以下のように考えることができる [14]。
sの量子化軸を z 軸方向に固定して考え、sの方位角を θ とする (図 1.3 (c))。si と sj の
それぞれの x, y, z 成分は si = sz(cos θi, sin θi, 0)、sj = sz(cos θj , sin θj , 0)となる。ここ
で (1.2.31)式から jj→i の z 成分 jzj→i を求めると、j
z
j→i = −(sz)2 sin(θi − θj)という形


























図 1.3 (a) スピン波スピン流の模式図。磁気モーメントmの集団励起モード (マグノ
ン)がスピン角運動量を伝搬している。 (b) スピンの z 成分 sz と sx − sy 平面内のス














= −γm×H0 − γ∇ · JMαi (1.2.33)














となる (i: 空間成分、α: スピン成分、εαµν : Levi-Civita の完全反対称テンソル)。こ
こで (1.2.34) 式の z 成分を抽出すると、(1.2.1) 式のスピンの連続方程式が得られる。
(1.2.32)式から交換スピン波の分散関係 ℏωk = ℏγH0 +Ak2 及び解 ψ(r, t) = m+(r, t) =
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と記述できる。エネルギー ωk と波数 k を持ったスピン波励起の生成消滅演算子 (b
†
k, bk)
















という形で得られる。ここで vk = ∂ωk/∂k = 2(A/ℏ)k はスピン波の群速度であり、
fk = ⟨b†kbk⟩はスピン波の分布関数である。(1.2.36)式から、波数 kをもつスピン波と波
数 −kをもつスピン波の分布関数が異なるときに、スピン波は進行波となり、スピン角運
動量を伝搬するスピン流となることがわかる (図 1.4 (b)) [57]。また、波数 kをもつスピ
ン波と、波数 −kをもつスピン波分布関数の大きさが同じときには定在波が発生してスピ












図 1.4 スピン波の模式図。(a) 波数 kをもつスピン波と、波数 −kをもつスピン波分
布関数の大きさが同じときに、合成したスピン波は定在波がとなる。 (b) 波数 kをも
つスピン波と波数 −kをもつスピン波の分布関数が異なるときに、合成したスピン波は
進行波となる。
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1.3.2 強磁性体/常磁性金属二層膜におけるスピン移行トルク
強磁性体/常磁性金属界面におけるスピン角運動量の受け渡しに関しては、Brataasら




圧を V (c)F とし、強磁性体の磁化によるスピン蓄積は、磁化に平行な規格化したベクトル
m を用いて、V(s)F = mV
(s)
F とおく。同じような考え方で常磁性金属の電荷に対する電





す (mと同じ方向とは限らない)。常磁性金属内でV(s)N に平行、反平行な成分 ↑, ↓のスピ


























F となる。mに平行、反平行な成分の電流 I↑、I↓ は
オームの法則に従うとみなして、強磁性体と常磁性金属の電位差とコンダクタンスの積に










































































































































図 1.5 (a) 強磁性体/常磁性体複合構造におけるスピン移行トルクの模式図。 (b) 強
磁性体/常磁性体複合構造におけるスピンポンピングの模式図。
電子スピンの偏極方向 σ、電流方向 jc と直交する方向に純スピン流 js が誘起されること
を示している。
js ∥ jc × σ (1.4.1)
スピンホール効果は 1971 年に Dyakonov らにとって初めて提唱された [20]。実験的に
は、2004、2005年にそれぞれ Katoら、Wunderlichらによって独立にその効果が発見さ
れた (図 1.6(a)) [21, 22]。スピン流は時間反転対称性を有するため、試料に磁場を印加し
なくとも (時間反転対称性を破らなくとも)、スピンホール効果が生じることがわかる。印
加した電流と生成されたスピン流の間の変換効率はスピンホール角 θSHE = σxy/σxx で表




jc ∥ js × σ (1.4.2)
の対称性を満たす方向に電流が生じるはずである。この現象を逆スピンホール効果とよぶ
(図 1.6(b))。これは 2006年に Saitohら [23] 、Valenzuelaら [24] によって、それぞれス
ピンポンピングや非局所測定を用いることにより発見された。この現象を利用することに
よって、スピン流を電気的に検出することが可能になるので、スピントロニクスとエレク






























て導出されるパラメータである。例えば速度 v で運動している電子に電場 Eを印加する
と、観測者の座標系 (静止系)において電場と直交する磁場 Bを感じている。この磁場は
B = − 1√
1−(v/c)2




第 1章 序論 19
1.4.3 相対論における逆スピンホール効果
スピン流は磁気モーメントの流れ、すなわち磁極 qm 及び −qm の流れである。2つの
磁極は磁石の N極、S極と考えてもよい。qm と −qm は逆符号なので、順方向に流れる
qm と逆方向に流れる −qm は等価である。よってスピン流は磁極 qm、−qm をもった磁気
双極子の流れであると考えられる。また、互いに逆向きに流れる同符号の 2つの磁極 qm
の磁気モノポール流であるとも仮定できる。電流が磁場を作るように、もし磁気モノポー
ル流 jm が存在するならば、相対論に基づいて、それは jm = ∇×Eを満たす電場 Eを誘
起するはずである [25]。スピン流は反対向きに流れる 2 つの磁気モノポール流と見なせ
るので、スピン流が磁気双極子方向と流れる方向それぞれの垂直方向に Eを発生させる






速度 vで運動する磁気双極子Mは、v ×Mの方向に電気双極子 Pを発生させ、これは
ローレンツ変換を用いて
P = − 1√
1− (vc )2
(ε0v ×M) (1.4.4)

















図 1.7 (a) スピン版のアンペールの法則を表す模式図。 (i) 電流 jc のまわりに磁場 B
が発生する。(ii) 磁気モノポール流 jm のまわりに電場 E が発生する。(iii) スピン流
jspin は 2つの磁気モノポール流の組み合わせで説明でき、流れと垂直方向に E を誘起




































ここで、c†iσ、ciσ(σ はスピン)はサイト iに作用する生成消滅演算子、tij は陰イオンを介
したサイト i, j 間の飛び移り積分 (全ての隣接サイト間で同じとする)、U はクーロンエネ
ルギーである。クーロンエネルギーを基底状態として、サイト間を飛び移るための運動エ










































− 2si · sj
)
(1.5.3)





















と表すことができる。(1.5.4)式から、たとえば l+s− の項によって ↑スピンの基底状態に
は ↓スピンの励起状態が混ざり、l−s+ の項によって ↓スピンの基底状態には ↑スピンの
励起状態が混ざることがわかる。このことからスピン軌道相互作用が入る場合のモデルハ
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えていて、ジャロシンスキー・守谷相互作用 [Dzyaloshinsky-Moriya interaction] とよ
ぶ [31, 32]。(1.5.9)式のDij の形から、iサイトと j サイトの真ん中に反転中心があれば





ここでは第 4章で用いるイットリウム鉄ガーネット (Y3Fe5O12: YIG)の構造・物性に
ついて述べる [33]。YIG は希土類鉄ガーネット (R3Fe5O12: RIG) の一つで、代表的な
ガーネット型フェライトである。YIG は強磁性共鳴によるスペクトルの半値幅が非常に






図 1.8(a)及び 1.8(b)に YIGの結晶構造を示した [35]。結晶構造は立方晶であり、単位
胞中に 160原子を含む複雑な構造をとっている。その中のサイトに着目すると、16 (a)サ
イト及び 24 (d)サイトに Fe3+ イオンが、24 (c)サイトに Y3+ イオンが、96 (h)サイト
に O2− イオンが配置されている。YIGにおける磁気イオンは Fe3+ のみであり、16 (a)
サイトと 24 (d)サイトの Fe3+ が反強磁性的に結合しており、フェリ磁性である。これは
























性金属/常磁性金属複合膜及び第 4章で述べる Y3Fe5O12 平板の上に製膜する電極膜の作
製法について述べる。本研究では電子ビーム蒸着法を用いて、組成を変化させた NiFe合
金 Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1)及び遷移強磁性金属である Coを
成膜し、マグネトロンスパッタリング法を用いて、常磁性金属である Au, Pt, Ti及び非




マスク (図 2.1 (a))を被せ、そこから常磁性金属である Ptをスパッタリング法で製膜し
た。このとき Ar 雰囲気中で (流量は 3 sccm) 製膜中の真空度を 7×10−3 Torr に保ちな
がら製膜を行った。がここで、メタルマスクが動かないよう SiO2 基板とメタルマスクを
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本研究では、磁化ダイナミクスの解析に電子スピン共鳴 (Electron Spin Resonance:
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印加する周波数を自由に変調することができる。しかし、ESR装置は Q値を 10000くら
いまで感度を上げることが可能であり、マイクロ波吸収の感度の点では、ESRの方がネッ
トワークアナライザーより上である。この ESR装置は測定試料に固定角周波数 ω (本研










共振回路のインピーダンス Z は Z0 = R+ i(ωL− 1/Cω)から
ZL = R+ i
[




















振の鋭さを示す値として Q値 (Q-factor)が用いられ、共振周波数 f と共振の幅∆f の比








で複素帯磁率 χ = χ















h cosωt = χ
′′
h sin(ωt− π/2) (2.2.2)








































収曲線は一次微分型となっている (図 2.2 (b))。この微分吸収曲線の最大値 I
′
m、最小値
−I ′m ならびにそれらの磁場を与える幅W がパラメータとなる。線幅W は吸収線の最大
ピークと最小ピークの幅として定義される。以後、W をピーク間線幅と呼ぶことにする。
また吸収線の半値幅 ∆H1/2 とW の間に ∆H1/2 =
√
3∆Hpp の関係があればローレンツ
線形と判定できる。さらに吸収線の ∆H1/2 とW の間に ∆H1/2 =
√
2 ln 2W の関係があ
ればガウス線形と判定できる。測定された吸収曲線がローレンツ線形だと仮定すると、線














よって得られる吸収曲線について説明する [37]。LLG 方程式 (1.3.1) について、磁化
M = (Mx,My,Mz)が z 軸方向に印加されている磁場H = (0, 0,Hz)の周りで歳差運動































Mx = mx = m0e
−t/τ cosω0t
My = my = m0e
−t/τ sinω0t (2.2.7)















で、時間とともにMz は大きくなり、最終的にはMs =Mz となって、Mは完全にH方
向を向く。M が減衰して向きを変える速度は τ に依存する。τ は緩和時間と呼ばれる。


































τ ≈ 1/αω0 (2.2.12)
となる。このように τ は αが大きい程小さいという関係を導いた。すなわち αが大きい
とMはすぐに減衰してH方向を向くはずである。次に磁化Mを持った強磁性体に直流
磁場 H(z 軸方向)を印加し、かつそれに直角に交流磁場 hを印加した場合を考える。こ
の hの周波数が歳差運動の ω0 に等しいならば、Mは hからエネルギーを得て、減衰せ
ずに歳差運動を続ける。これが強磁性共鳴 (FMR)である。
ここで周波数 ωの交流磁場 hを印加した場合を考え、Mの xy面内成分をm = m0eiωt
とする。そして、Mz ≈ Ms と近似すると、これからM = (mx,my,Ms)を導き出せる。
また、磁場については hx、hy は h = h0eiωt の x、y 成分であるので、H = (hx, hy, H)
を同様に求められる。m、hはM、Hに比べて小さいとして、これらの 2次以上の項は
省略するとmx は




iωmx = −ω0my + γMshy − iαωmy
となり、my についても同様に計算できる。これらを整理すると、
−iωmx = (ω0 + iαω)my − γMshy (2.2.13)
−iωmy = γMshx − (ω0 + iαω)mx (2.2.14)
となる。(2.2.14)式を変形して、(2.2.13)式に代入するとmx を、(2.2.13)式を変形して、




(ω0 + iαω)2 − ω2
hx + i
ωγMs




(ω0 + iαω)2 − ω2
hx +
(ω0 + iαω)γMs





(ω0 + iαω)2 − ω2
κ =
−ωγMs
(ω0 + iαω)2 − ω2
(2.2.16)
とおくと (2.2.15)式は
mx = χhx − iκhy
my = iκhx + χhy (2.2.17)
となる。(2.2.16)式で与えた χから χ = χ







0 − ω2) + γMsω2α2ω0








[ω20 − ω2(1 + α2)]2 + 4ω2ω20α2
(2.2.18)
となる。
全く減衰のない場合すなわち α = 0では、χ
′
は ω = ω0 で極大となり、さらに ω が増
すと χ
′
= −∞となる。そして ω → ∞で χ′ → 0となる。χ′′ は α = 0では ω = ω0 以
外では 0となり、ω = ω0 では χ
′′
= ∞となる。実際は α = 0ではないので共鳴時のピー

















(ω = ω0)の 1/2の高さになる周波数の
幅である。この時半値幅は ∆ω = 2αω0 となり、測定では磁場を変化させる方が容易なの
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図 2.3 (a) χ
′












本研究で使用する試料を ESR 装置の空洞共振器に設置し、外部直流磁場 H を図 2.4
(b) に示してあるように試料面と平行な面内に印加した。この時、ESR 装置の変調磁場
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による誘導起電力を小さくするために導線を十分にねじった。石英管に装着した試料は
ESR装置の空洞共振器内の中心付近に設置し、配線した導線は空洞共振器の外に取り出
した。この導線は起電力の DC 成分を検出する電圧計であるナノボルトメータ (2182A




















図 2.4 (a) 石英管に固定した試料の写真。(b) TE011 モードのマイクロ波空洞共振器












同時に試料端に発生する分極電流を測定した (図 2.5 (b))。全ての測定は室温で行った。
本研究で YIG平板に Au及び Tiをスパッタすることによって作製したコンデンサーの電
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逆スピンホール効果によって起電力へと変換されるが、そのときのマイクロ波の吸収スペ
クトルと起電力の解析を行なった。測定で使用した試料の模式図を図 3.1 (a) に示した。
また、図 3.1 (b)にスピンポンピングによるスピン流生成と逆スピンホール効果によるス
ピン流－電場変換の模式図を示した。試料としては、SiO2 基板上に成膜した Pt 薄膜上
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収曲線 (図 3.2 (a))及びスピンポンピングによって Pt層に生じる逆スピンホール効果に
よる起電力 (図 3.2 (b))を示した。測定試料に照射したマイクロ波の周波数は 9.44 GHz
であり、同時に試料面内に外部直流磁場を印加した。マイクロ波の強度は 100 mWにし
て測定を行った。この試料の長さ l と幅 w はそれぞれ 1.2 mm、0.4 mmである。I はマ
イクロ波吸収強度であり、ESR装置はロックイン法を用いて測定を行っているため、ス











よる起電力は図 2.3 (a) のような形状になり、逆スピンホール効果による起電力は図 2.3
(b)のような形状になる。





= (HFMR + 4πMs)HFMR (3.2.1)
を満たすときにスピンポンピングによって、スピン流が常磁性層へと定常的に注入され
る。ここで、4πMs は強磁性層の飽和磁化である。Tserkovnyakらのスピンポンピングの
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図 3.2 (a) Ni64Fe36/Pt薄膜におけるマイクロ波吸収スペクトル dI(H)/dH。I はマ
イクロ波吸収強度、HFMR は共鳴磁場、W は吸収スペクトルのピーク間線幅である。
この試料の長さ lと幅 wはそれぞれ 1.2 mm、0.4 mmである。(b) Ni64Fe36/Pt薄膜











js × σ (3.2.3)
と記述できる [23, 24, 43–73]。ここで eは素電荷を表す。この電流を常磁性層側で起電力
として検出することにより、生成されるスピン流の大きさを見積もることができる。






として NiFe合金及び Coを用いた。はじめに SiO2 基板上に成膜した Pt薄膜 10nmに強
磁性金属 10nm[Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1), Co]を成膜した時の
マイクロ波吸収スペクトル dI(H)/dH 及び逆スピンホール効果による起電力スペクトル
V の測定結果を図 3.3(a)及び図 3.3(b)に示した。この時外部直流磁場は試料面に平行な
方向に印加した。マイクロ波の強度は 100 mWにして測定を行った。
0-20-40 20 40
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図 3.3 (a) 強磁性金属 [Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1),
Co)/Pt] 薄膜におけるマイクロ波吸収スペクトル dI(H)/dH.。(b) 強磁性金属
[Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1), Co]/Pt 薄膜における起電力
V の外部磁場 H 依存性。










(a) に示す。外部磁場 H を薄膜面の法線方向から θ の角度で加えた場合の強磁性金属薄
























図 3.4 (a) 強磁性金属/Pt二層膜試料と外部直流磁場の関係の模式図。薄膜面の法線




M = (0, 0,Ms) とし、有効磁場として外部静磁場 H、平衡状態の磁化M による反磁場
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である。平衡状態ではM×Heff = 0が成り立つ。これより (3.4.1)式から
2H sin(ϕ− θ) + 4πMs sin 2ϕ = 0 (3.4.2)
が得られる。これより H と θ から ϕを評価できる。
次に強磁性共鳴状態になる条件を求めていく。有効磁場Heff に時間変動する磁化m(t)
による反磁場Hm を考える。すなわちHeff = H+HM +Hm とする。ここで図 3.4 (b)
より




である。M を軸とした歳差運動を考え、m(t) = (mxeiωt,myeiωt, 0) とする。ω =
2πf であり、f はマイクロ波の振動数である。(1.3.1) 式に M(t) = M + m(t) =
(mxe
iωt,mye





= (HFMR cos(θ−ϕ)−4πMs cos 2ϕ)(HFMR cos(θ−ϕ)−4πMs cos2 ϕ)　 (3.4.4)
が得られる。ここで HFMR は共鳴磁場である。共鳴磁場とは強磁性共鳴が起きた時の磁
場の大きさある。薄膜面に対し垂直に磁場を加えた場合 (θ =0° )、磁化は磁場方向を向




= (Hθ=0°FMR − 4πMs)
2 (3.4.5)
となる。また薄膜面に対し平行に磁場を加えた場合 (θ =90° )も磁化は磁場方向を向き、
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= (Hθ=90°FMR + 4πMs)H
θ=90°
FMR (3.4.6)
が得られる。γ = gµB/ℏの関係を使い、θ=0°、 90°として測定した強磁性共鳴の共鳴磁
場及び (3.4.5)、(3.4.6)式から g 因子と飽和磁化 4πMs を求めることができる。
実際に測定で用いた 9種類の強磁性金属 Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64,
0.80, 1), Co/Pt 複合膜において、外部磁場角度を変えながら共鳴磁場の値を測定した。
データは磁場角度を 15°刻みで求めたが、 0°付近は変化が大きいと予測して 5°刻みで
求めた。
Ni,Ni81Fe19,Ni90Fe10 の場合は測定による共鳴磁場から (3.4.5)、(3.4.6)式より 4πMs
を求めることができた。この 4πMs を用いて (3.4.2)式と (3.4.4)式の連立方程式を解く
ことで、各磁場角度 θ での共鳴磁場 HFMR の計算値と磁化角度 ϕを評価できる。しかし
この二つの強磁性体以外は θ=0°での共鳴磁場を測定出来なかった。理由としては ESR
装置の性能上、1.2 Tまでしか外部磁場を印加することができず、θ=0°における共鳴磁
場はそれ以上の値を示すからである。この様な場合、(3.4.5)と (3.4.6)式から 4πMs を求
められなくなる。
そこで、g 因子として文献値を用い、算出した γ の値から 4πMs を求めた。この値を
(3.4.2)、(3.4.4)式に代入して各 θでの HFMR の計算値と ϕを求めた。
実際に求めた強磁性金属 Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1), Coの磁
場角度 θ と磁化角度 ϕの関係を図 3.5に示した。図 3.5に着目すると、例えば Ni81Fe19
に比べて Fe は磁化角度が磁場角度に追従しておらず、反磁場の影響が大きいことがわ
かる。
また各強磁性金属薄膜における磁場角度 θ と計算より求められた共鳴磁場 HFMR の関
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図 3.5 強磁性金属 (Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1), Co) にお




[Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1), Co]/Pt複合膜の飽和磁化 4πMs、g






いる可能性を考えるにあたって、NiFe 合金を用いることが有効である。NiFe 合金は Ni
と Feの組成を変化させていくと、up spinと down spinのフェルミエネルギーにおける
状態密度の大きさが途中で逆転することで知られている。実際に NiFe合金の様々な組成
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図 3.6 各強磁性金属/Pt 薄膜における磁場角度 θ と共鳴磁場 HFMR の関係．全ての
試料において曲線と測定結果のプロットがフィットしていることがわかる。
において、個々の原子の周りの電子状態に着目して、金属の電子状態を扱うコヒーレン





は図 3.3 に載っているものと同じく Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1)
の 8種類を用いた。図 3.3(b)の結果を用いて、起電力 VISHE の強磁性金属 Ni1−xFex の
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表 3.1 測定から得られた各強磁性体金属の飽和磁化 4πMs、g 因子、緩和定数 αの値。
4πMs [T] g α
Ni/Pt 0.231 2.10 0.0712
Ni90Fe10/Pt 0.418 2.19 0.0354
Ni81Fe19/Pt 0.791 2.11 0.0149
Ni64Fe36/Pt 1.14 2.11 0.01145
Ni45Fe55/Pt 1.49 2.10 0.0105
Ni36Fe64/Pt 1.80 2.11 0.00921
Ni20Fe80/Pt 1.89 2.10 0.0105
Fe/Pt 1.67 2.10 0.0158
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拡散によって y 方向に減衰していく (図 3.8 (a)参照)。このとき y 方向におけるスピン流







dNM と λNM はそれぞれ常磁性体の膜厚及び、常磁性体のスピン拡散長である。js(y)
は常磁性体中で逆スピンホール効果によって VISHE に変換されるはずである。js(y) と
VISHE の間の関係は電流源を用いた等価回路モデルによって求めることが可能である (図
3.8 (b))。図 3.8 (b)にもあるように、逆スピンホール効果によって生成される電流 Ic を
Ic ≡ ldNM⟨jc⟩と定義する。lは強磁性層の長さで、⟨jc⟩は電流密度の時間平均である。





























とおける。ここで θSHE は常磁性金属のスピンホール角を指す。(3.6.3) 式はスピン流
js(y) が逆スピンホール効果によって電流 jc(y) に変換されるときの関係式 jc(y) =












このモデルから (3.6.4)式を用いて強磁性体/常磁性体界面に生じるスピン流 j0s を求め
ることができる。図 3.9に生成スピン流 j0s の強磁性金属 Ni1−xFex の組成 x依存性を示

















































Ni     Fe1-x  x




















と変換される。今回の測定における実験条件として、Pt のスピンホール角 θSHE =
0.08 [77]、dFM = dNM = 10 nm、w = 1.2 mm及び Ptのスピン拡散長 λNM = 10 nm [68]
を用い、(3.7.1)式及び表 3.2の結果を使い、各強磁性金属/Pt二層膜における j0s を求めた。
ここで Ptの電気伝導度の値として、四端子測定法から求めた σNM = 1.22× 106(Ωm)−1
を用いた。ここで各強磁性金属/Pt二層膜における 4πMs 及び αと j0s の関係を示したグ
ラフを図 3.10 (a)及び (b)に示した。この結果は、j0s と 4πMs、αの間には、系統的な変
化がみられることがわかった。このことから、スピンポンピングは 4πMs や α等のパラ
メーターが支配的で、電子構造の詳細はスピンポンピングによるスピン流生成には大きな
寄与を与えていないと考えられる。
表 3.2 測定から得られる各強磁性体金属の電気伝導度 σNM の値.単位は [106(Ωm)−1]
Ni Ni90Fe10 Ni81Fe19 Ni64Fe36 Ni45Fe55 Ni36Fe64 Ni20Fe80 Fe Co
2.33 2.68 3.50 1.60 1.79 2.06 1.69 1.56 2.98
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図 3.10 (a)各強磁性金属/Pt二層膜における 4πMs と j0s の関係。各物質において 3








定で用いた 9 種類の強磁性金属 [Ni1−xFex(x = 0, 0.10, 0.19, 0.36, 0.55, 0.64, 0.80, 1),
Co](10nm)/Pt(10nm) 二層膜及びそれらの強磁性金属単層膜 (10nm) の強磁性共鳴スペ
クトルを測定して、ピーク間線幅を評価した。実際に Ni81Fe19/Pt二層膜と Ni81Fe19 単
層膜でマイクロ波吸収スペクトルを測定した結果を図 3.11に示した。
図 3.11 を参照すると、実際に Ni81Fe19/Pt 二層膜の方が単層膜に比べて線幅 W =
ωα/γ が増大していることがわかる。これはスピンポンピングにより、スピン流が隣接し
ている Pt層に注入されていることを示している。つまり、Pt層を流れるスピン流は、強
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これらの結果は Pt を接合させることで緩和定数 α が増大することを示している。こ
こで強磁性金属単体での緩和定数を α0、強磁性体金属/Pt二層膜での緩和定数を α、緩
和定数の増加分を ∆α とおく。つまり α = α0 + ∆α となる。(2.2.5) 式より、マイクロ
波吸収スペクトルのピーク間線幅W から αが求められる。同様に (2.2.5)式から ∆αを
求めることができる。Ptを接合することによって、スピン角運動量の散逸が増大するの
で、j0s と ∆α との間には相関関係があるはずである。そこで各強磁性金属/Pt二層膜に





また、ミキシングコンダクタンスの実部 g↑↓r は、強磁性金属単体の線幅WF 及び強磁性
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(WF/N −WF ) (3.8.1)
と表せる [47]。ここで µB はボーア磁子を表す。また、それぞれの強磁性体金属におい
て、(2.2.5)式から求めた緩和定数の増加分 ∆α、(3.8.1)式から求めたミキシングコンダ
クタンス g↑↓r をそれぞれ表 3.3に示した。
3.8.2 生成スピン流の強磁性金属の物質パラメーター依存性
スピンポンピングの標準模型において、薄膜面内に磁場を印加した場合 (θ =90° )の生
成されるスピン流の DC成分 j0s の大きさは (3.2.2)式より計算を行うことができる。




Heff = H+HM +Hm + h (3.8.2)
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である。この解を H = HFMR とし、磁場 H は共鳴磁場 HFMR に近いと近似すると、歳
差運動する磁化の振動成分mx(t),my(t)は
mx(t) =
h(iωα+ H̃ cos(θ − ϕ)− cos 2ϕ)
4π cos(θ − ϕ)[2H̃ cos(θ − ϕ)− (cos2 ϕ+ cos 2ϕ)]
eiωt
(H̃ − ˜HFMR) + i αω̃cos(θ−ϕ)
my(t) =
−iω̃h
4π cos(θ − ϕ)[2H̃ cos(θ − ϕ)− (cos2 ϕ+ cos 2ϕ)]
eiωt
(H̃ − ˜HFMR) + i αω̃cos(θ−ϕ)
(3.8.5)
となる。ここで共鳴状態 H = HFMR について考え、(3.4.4)式を用いて mx(t),my(t)の

























































となる。また磁化歳差運動の面積 S について考えてみると、S は S = π|mx||my| から































今回、(3.8.11)式に関連するパラメーターである 4πMs 及び g↑↓r が単独で生成スピン流
j0s を決定しているわけではないことを確かめる必要がある。そこで、(3.7.1)式から算出
できる 4πMs 及び g↑↓r の j
0
s 依存性を図 3.13(a)及び (b)に示した。
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(3.6.4)式から算出した j0s 及び、FMR測定から求めることができる Ω(4πMs)∆αを各強
磁性金属/Pt薄膜において比較した。(図 3.14参照)このとき、マイクロ波の磁場振幅 h
は、マイクロ波の出力が 100 mWにおける値である h = 0.113 mTを用いた。
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図 3.14 j0s 及び Ω(4πMs)∆α の関係。一つの強磁性金属につき 3 つの試料を用いて
測定を行った。点線は線形フィットを行ったときの結果を表している。
図 3.14から、j0s と Ω(4πMs)∆αの間には比例関係があることがわかる。このことは、
スピンポンピングによって強磁性金属/常磁性金属界面で生成されるスピン流は、強磁性














































ブスカイト型Mn酸化物 TbMnO3 において、巨大な電気分極が発現したことが 2003年
に Kimuraらによって報告された [81]。TbMnO3 はスピンがらせんのように並ぶらせん
磁気構造への磁気相転移に伴って強誘電性分極が発現する。また、TbMnO3 の強誘電性














起される電気分極は、2つのスピン Si、Sj の内積 Si · Sj に比例する。1.5節で述べた超
交換相互作用に軌道自由度の寄与を考慮すると、2つの磁性イオン (M1,M2)と陰イオン
(X)間の交換相互作用の大きさはM −X 間の距離及び結合角M1 −X −M2 に依存する
((1.5.3)式参照) [90]。M1 とM2 のスピンの配列が決定すると、スピンが平行か反平行か
によって陰イオン X を中心にイオンが変位する。このとき、空間反転対称性を破るよう
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に個々のイオンの変位が一様だと、電気分極が発現すると考えられている。対称交換相互
作用による電気分極の発現が Ca3(Co, Mn)2O6 や GdFeO3 等で議論されている [91,92]。
それに対し、磁気秩序の反対称交換相互作用は 1.5節で述べた DM相互作用によるもの








iDM 相互作用の微視的な起源に関しては、Katsura らによって報告されている [93]。
それは遷移金属の t2g 軌道と配位している酸素イオンの p軌道との重なりから、非共線的
な磁気構造 (スピン Si、Sj の方向を向く単位ベクトル ei、ej)において次式で表せるよう
な電気分極 Pij が発現することを明らかにした。

















図 4.1 (a) 非共線的な磁気秩序において発現する電気分極の模式図。非共線的な磁気
構造が電気分極を Pij 誘起する [93]。X は陰イオンを表している。 (b) 非共線的な磁
気構造であるときに、DM 相互作用の逆プロセスから反転対称性を破るように陰イオ
ンが変位して電気分極が発現する。M は磁気イオンを表す。










続体近似を行うにあたって、(4.1.1) 式のスピンの進行方向の単位ベクトル eij をスピン
波スピン流の空間成分をスピン波の進行方向の単位ベクトル js に置き換える。また隣接
する 2つの座標 r、r + aにおけるスピンの単位ベクトルm(r)及びm(r + a)を用いて
m(r+ a)を 1次の項までテイラー展開を行うと、誘起される電気分極 P(r)は




























生成される Pの大きさは (4.1.2)式から、m ×∇mのスピンのねじれの大きさを表す
部分が支配的になることがわかる。このとき、スピン波スピン流の空間方向 js を変えず
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に、スピンm方向のみを反転させた状況でm×∇mの符号について考察する。図 4.2に
y 軸方向に磁場 H を印加したときのスピン波の配列を示した。それぞれのスピンは y 軸
まわりに歳差運動を行うことになる。図 4.2 (a)及び (b)はそれぞれ磁場を +H、−H 印
加したときのスピン波の個々のスピンの模式図を示した。(b)は青矢印で示したスピンの
xz 平面の成分のみを表した。
まずスピンが +y方向を向いている場合について考察する (図 4.2(a))。スピン波スピン
流 js が +x方向に流れていると仮定すると、m×∇mは x, y, z 全ての成分をもつ。しか
し、スピン波は各原子において、x、z 成分に関してばらつきがある。すなわちm×∇m
の空間平均を取ると、結果的に dc成分は +y 成分のみが残存することがわかる。













図 4.2 y 軸方向に磁場 H を印加したときのスピン波の配列。(a)スピンが +y 方向を
向いている場合のスピン波。(b)スピンが −y 方向を向いている場合のスピン波。







の上に金属電極 [Au (75 nm)/Ti (10 nm)] を












































図 4.3 スピン波スピン流誘起分極電流の測定の模式図 (a) YIG 平板においてマイク
ロ波及び直流磁場Hを面内に印加し、スピン波共鳴を利用してスピン波スピン流 js を
誘起した。磁場は面内方向 (+y 方向) に印加した。(b) YIG に電極 [Au (75 nm)/Ti
(10 nm)] を接合し、コンデンサーとし、誘起された電気分極 P による分極電流 (+z
方向)を測定した。
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本研究ではマイクロ波の周波数を 4 GHz から 8 GHz まで掃引しながら、電気分極に
よる分極電流を測定した。マイクロ波周波数の掃引速度は 0.056 GHz/secである。図 4.4
に外部直流磁場H=160 mTを面内方向 (図 4.3 (a)の +y 方向)に印加したときのマイク
ロ波吸収スペクトル及び誘起された分極電流 I = dQ/dt(図 4.3 (b)の +z 方向)の測定結
果を示した。ここで Qはコンデンサーの表面に誘起された電荷を示している。このとき、





の関係がある。ここで S は電極の面積である。これは P = Q/S であることからも理解
できる。
図 4.4 (b)の挿入図には I = dQ/dtの測定結果を時間積分し、S で割ることによって単











鳴スペクトル及び分極電流 I = dQ/dtの測定結果を示した。図 4.5 (a)及び (b)に直流磁
場 +H、−H を印加したときのマイクロ波吸収スペクトルを表した。印加した直流磁場
の大きさは 160 mTで、印加したマイクロ波の出力は 1Wである。図中のMは磁化の方
向を表している。マイクロ波は 4 GHzから 8 GHzまで掃引した。そして、図 4.5 (d)及
び (e)に直流磁場 +H、−H を印加したときの分極電流 I = dQ/dtのスペクトルを示し
た。図 4.5 (d)、(e)の挿入図には I = dQ/dtの測定結果を時間積分して導出した電気分
極 P = Q/S の結果を載せた。I の測定結果から、磁化Mを反転させると、I 及び P の
符号が逆転することがわかる。
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図 4.4 外部直流磁場 H=160 mTを印加したときのマイクロ波吸収スペクトル (a)及
び分極電流 I = dQ/dt(b) の測定結果。このとき印加したマイクロ波の出力は 1W で
ある。(b)の挿入図は I = dQ/dtの測定結果の時間積分を行い、S で割ることによっ
て単位面積あたりの電荷である電気分極 P を導出したときの測定結果。
図 4.5 (c)、(f)に直流磁場を試料面直方向に印加したときのマイクロ波共鳴スペクトル
及び分極電流 I = dQ/dtの測定結果を示した。印加した直流磁場の大きさは 245 mTで、
印加したマイクロ波の出力は 1 Wである。このとき、マイクロ波共鳴スペクトルに対応
する分極電流 I = dQ/dtの信号がほぼ表れていないことがわかる。また、図 4.5 (f)の挿
入図にある電気分極の測定結果にも、共鳴時に信号がほとんど生じていない。これは磁化
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図 4.5 (a), (b) 直流磁場 +H、−H を試料面に対し面内に印加したときのマイクロ
波吸収スペクトル。印加した直流磁場の大きさは 160 mT で、印加したマイクロ波の
出力は 1W である。 (c) 直流磁場 +H を試料面に対し面直に印加したときのマイク
ロ波吸収スペクトル。印加した直流磁場の大きさは 245 mT で、印加したマイクロ波
の出力は 1Wである。 (d), (e) 直流磁場 +H、−H を面内に印加したときの分極電流
I = dQ/dtのスペクトル。印加した直流磁場の大きさは 160 mTで、印加したマイク
ロ波の出力は 1Wである。挿入図は I = dQ/dtの測定結果を時間積分して導出した電
気分極 P = Q/S の結果である。 (f) 直流磁場 +H を面直に印加したときの分極電流
I = dQ/dtのスペクトル。印加した直流磁場の大きさは 245 mTで、印加したマイク
ロ波の出力は 1Wである。挿入図は I = dQ/dtの測定結果を時間積分して導出した電
気分極 P = Q/S の結果である。




I = dQ/dtのスペクトルを図 4.6 (a)及び (b)に示した。マイクロ波はこのとき、マイク
ロ波の周波数は 4 GHzから 8 GHzまで掃引した。このとき、印加したマイクロ波の出力




クロ波吸収スペクトルが Kittelの式 ((3.2.1)式)を満たすことを調べた [74]。そのために
YIGの飽和磁化 4πMs を磁化測定から求め、4πMs = 181 mTを得た。図 4.7は、図 4.6
(a)の結果を用いて強磁性共鳴周波数 f の外部磁場強度 H 依存性を導出したものである。
図中の曲線は Kittelの式 ((3.2.1)式)を用いてフィッティングを行なった結果である。こ
の結果、測定から得られたピーク周波数は Kittel の式から非常に良く再現されているこ









I = dQ/dtのスペクトルを示した。この結果から、掃引速度が速いほど I の振幅が増大
することがわかった。このとき、印加した直流磁場の強度は 160 mTで、印加したマイク
ロ波の出力は 1Wである。
図 4.9 に掃引速度を変化させたときの分極電流 I = dQ/dt の振幅を示した。I の振幅
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図 4.6 (a) 外部直流磁場 H を変化させたときのマイクロ波吸収スペクトル。図中の
黒矢印は、Kittel の式を満たすときのピーク周波数を表している。(b) 外部直流磁場
H を変化させたときの分極電流 I = dQ/dtのスペクトル。このとき、印加したマイク
ロ波の出力は 1Wである。
は分極電流スペクトルのピーク間の値を採用している (挿入図にある I のピーク間の振幅
を使っている)。この結果から、マイクロ波の掃引速度と I = dQ/dtの振幅の間に比例関
係があることがわかった。





















図 4.7 マイクロ波吸収スペクトルにおける強磁性共鳴周波数 f の外部磁場強度 H 依
存性。曲線は Kittel の式 ((3.2.1) 式) を用いてフィッティングを行なった。印加した
マイクロ波の出力は 1Wである。
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H = +160 mT
図 4.8 マイクロ波掃引速度を変化させたときの分極電流 I = dQ/dt のスペクトル。
このとき、印加した直流磁場の強度は 160 mT で、印加したマイクロ波の出力は 1W
である。





H = +160 mT










図 4.9 マイクロ波掃引速度を変化させたときの分極電流 I = dQ/dt の振幅。振幅 I
の値は挿入図にあるように、分極電流スペクトルのピーク間の値を使っている。
極電流が観測可能なはずである。
図 4.10(a)及び (b)に電極 (a): [Au (75 nm)/Ti (10 nm)]及び (b): [Au (75 nm)/SiO2
(30 nm)]を用いたときの分極電流 I = dQ/dtのスペクトルのマイクロ波周波数依存性を
示した。電極として全て金属で構成されている Au/Ti及び金属/絶縁体である Au/SiO2
の 2種類を使用しているので、YIGのマイクロ波の吸収量に差が生じるはずである。そ
のため、2 つの分極電流を比較するためにマ、イクロ波の吸収量 ∆P で割った値 I/∆P
を採用した。印加した外部直流磁場は 160 mT で、印加したマイクロ波は 1W である。
マイクロ波は 5 GHzから 7.5 GHzまで掃引した。その結果、黄色い矢印の示す場所にあ
る様に両者の電極を使用した場合に、I のピークが発生することがわかった。すなわち、
本研究で使用した測定系では、非磁性絶縁体層を使用しても分極電流が残存する。Au/Ti
電極を用いたときと比較して、Au/SiO2 電極を用いたときには I のピークの振幅が小さ
くなっているが、これは SiO2 層で電荷が一部トラップしたと考えられる。
さらに図 4.10(c)及び (d)に、同じ測定系で電気分極が誘起された際の電圧 V スペクト
ルのマイクロ波周波数依存性を測定した。YIG は絶縁体であるので、分極電流が生じて
も、電圧信号は生じないはずである。実際に V の信号は Au/Ti及び Au/SiO2 電極どち
らを使用した場合にも生じなかった。この結果から、本研究で測定された信号は逆スピン
ホール効果に起因するものではないと判断できる。
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図 4.10 (a),(b), 分極電流のスペクトルのマイクロ波周波数依存性。このとき分極電
流 I をマイクロ波の吸収量 ∆P で割った値を縦軸に用いた。このとき、電極として
Au/Ti (a) 及び Au/SiO2 (b)を用いた。黄色い矢印の示す場所に (a),(b)共にピーク
が現れている。(c),(d), 電圧 V スペクトルのマイクロ波周波数依存性。このとき、電極
として Au/Ti (c) 及び Au/SiO2 (d)を用いた。印加した外部直流磁場は 160 mTで
印加したマイクロ波は 1Wである。マイクロ波は 5 GHzから 7.5 GHzまで掃引した。
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である。もし逆スピンホール効果による信号が存在すれば、図 4.11の +z 方向にスピン



















図 4.12に逆スピンホール効果による電流 I 及び電圧 V のマイクロ波周波数依存性の測
定結果を載せた。この測定で逆スピンホール効果による信号を I として検出した理由とし
ては、これまでに電気分極を電流信号として検出してきたので、分極電流との分離が容易
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になるはずだからである。また、新たに V としても信号を検出したが、それは第 3章の
実験結果からも理解できるように、逆スピンホール効果による起電力は電圧信号を主に測
定しているからである。これは逆スピンホール効果による信号は I よりも V で測定した
方が容易だからである。印加した外部直流磁場は 160 mTで、印加したマイクロ波は 1W
である。マイクロ波は 4 GHzから 8 GHzまで掃引した。
図 4.12 (a)、(b)に、Au/Ti 電極及び Au/SiO2 電極を用いたときの、逆スピンホール
効果を測定する配置における I のマイクロ波周波数依存性を示した。このとき、どちらの
の電極でも信号は表れてはいないことがわかる。また、同様に図 4.12 (c)、(d)に、Au/Ti


















図 4.13に幅 100 µmのマイクロ波導波路及び幅 3 mmのマイクロ波導波路を使用した
ときの分極電流 I 及び電圧 V の測定結果を示した。それぞれの導波路を使用した測定条
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図 4.12 (a),(b), 逆スピンホール効果による電流 I のマイクロ波周波数依存性。電極
は分極電流を測定したときと同じ Au/Ti (a) 及び Au/SiO2 (b)を用いた。 (c), (d),
逆スピンホール効果による電圧 V のマイクロ波周波数依存性。電極は分極電流を測定
したときと同じ Au/Ti (c) 及び Au/SiO2 (d)を用いた。
件で信号を比較するため、分極電流 I は、マイクロ波の吸収量 ∆P で割った値を縦軸に
使用した。また、電圧信号が発生していないことを検証するために、V の測定も行った。
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図 4.13 (a),(c), マイクロ波を試料に一部励起したときの分極電流 I (a) 及び電圧 V
(c) のスペクトルのマイクロ波周波数依存性。このとき (a)では、分極電流 I をマイク
ロ波の吸収量∆P で割った値を縦軸に用いた。(a)においては、黄色い矢印の示す場所
にピークが現れている。 (b),(d), マイクロ波を試料に一部励起したときの分極電流 I
(b) 及び電圧 V (d) のスペクトルのマイクロ波周波数依存性。このとき (b) では、分
極電流 I をマイクロ波の吸収量 ∆P で割った値を縦軸に用いた。印加した外部直流磁
場は 160 mTで、印加したマイクロ波は 1Wである。























図 4.14 にスピン波スピン流 js 及び各サイトにおけるスピン (赤矢印) の模式図を示し
た。スピン波スピン流は波長 λで +x方向に流れているとする。図 4.14中の γ は z 軸か
らのスピンの回転角度であり、β はスピンの傾角である。αはスピンの回転角を表してい
て、i番目のサイトにあるスピン回転角 αi は、αi = 2πλ ai+ α0 と記述することができる。
ここで α0 は、はじめのスピンの回転角、aは格子定数を表している。





用いて記述してみる。ej、ej+1 は、サイト j 及びサイト j + 1におけるスピンの方向の
単位ベクトルである。また、ej,j+1 = ej+1 − ej = (1, 0, 0)はサイト j とサイト j + 1を
結ぶ単位ベクトルである。本研究の場合では γ = 0を仮定した。
図 4.14 から ej 及び ej+1 の各成分は、ej =
(
sinβ cosαj , sinβ sinαj , cosβ
)
, ej+1 =(













0,− sin2 β sin(αj+1−
αj), sinβ cosβ cos(αj+1 − αj)
)
となる。








図 4.14 スピン波スピン流 js 及び各スピンの配列の模式図スピン波スピン流は波長 λ






と生成される電気分極 Pj は比例関係にあるので、Pj の y 成分
(Pj)y も有限であることが理解できる。全てのサイトについて (Pj)y を足し合わせると、







sin2 β sin(αj+1 − αj) (4.8.1)
と記述することができる [93]。










































で、ωH及び ωMは ωH = γH、ωM = 4πMsγ
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のように近似して表すことができる [98, 99, 103]。この分散関係は無限平面を仮定した場
合の近似であるので、本研究のように YIG平板を用いた場合には、粗い近似となる。
















本研究では図 4.4 (a) のデータを用いて k を求めた。印加した直流磁場は H = 160
mTであり、強磁性共鳴の共鳴周波数から BVMSWのスピン波共鳴の共鳴周波数は 6.11
GHzから 6.36 GHzの範囲にあり、MSSWのスピン波共鳴の共鳴周波数は 6.36 GHzか
ら 6.56 GHz の範囲にあると求まった。(4.8.3)式及び (4.8.4) 式から、BVMSWモード
及び MSSW モードにおけるスピン波の波長 λBVMSW、λMSSW は、BVMSW のときは
スピン波共鳴周波数が 6.11 GHz のときは λBVMSW = 2.4 × 10−3m、6.36 GHz のとき
は λBVMSW = 1.4× 10−3m、MSSWのときはスピン波共鳴周波数が 6.36 GHzのときは
λMSSW = 2.2× 10−3m、6.56 GHzのときは λMSSW = 1.4× 10−3mとなった。
BVMSW モード及び MSSW モードにおける波長を求めることができたが、試料中に
流れるスピン波がどれくらいの長さで減衰するかを見積もることができなければ、電気分
極へと変換される成分がどのくらいあるかを求めることができない。そこで、BVMSW
モード及びMSSWモードのスピン波の群速度 vg 及び緩和時間 Tk を求めることができれ
ば、減衰長 ξ = vgTk を導出することができる。




























となる。スピン波共鳴の共鳴周波数が 6.56 GHzのときは vg = 5.9× 106m/sとなった。











となる。ただし、αは Gilbert緩和定数である。スピン波共鳴の共鳴周波数が 6.11 GHz

















程を利用すれば、交換スピン波を生成することができる。一様歳差運動 (k = 0)からマグ
ノンに遷移する過程 (k ̸= 0) として挙げられる 2 マグノン過程と 3マグノン過程につい
ての説明を行う。図 4.16 に 2 マグノン過程、3 マグノン過程の模式図を示した。2 マグ
ノン過程 [図 4.16(a)]は、一様歳差運動 (k = 0)からエネルギー ℏω0 を保存しながら、マ




3マグノン過程 [図 4.16(b)]は、一様歳差運動 (k = 0)からエネルギー ℏω0 及び運動量
(k = 0) を保存しながら、二つのマグノン k = +k
′
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(a) (b)
k = 0, ω = ω
0
Two-magnon process Three-magnon process
,ω = ω
0








図 4.16 マグノンの緩和・分裂過程。(a) 2マグノン過程。波数 kは保存されないが、
エネルギー ℏω は保存される過程である。(b) 3マグノン過程。k及び ℏω が保存され
る過程である。
マグノンが存在する必要がある [図 4.17 の青矢印の遷移過程]。すなわちマグノンバンド
の最低エネルギーより散乱過程のエネルギーが大きい必要がある (ℏω0/2 > ℏωmin)。ここ
で、ω0 = γ
√
H(H + 4πMs)、ωmin ≈ γH である。このことから、共鳴周波数 fFMR が
fFMR <
2
3γ(4πMs)を満たす条件で、3マグノン過程が生じる。ここで γ = 1.76 × 10
11







図 4.17において、k が大きくなるにつれ、スピン波の分散関係が Da2k2 に比例するよう
になる (ここで、D、aはそれぞれスピン波スティフネス定数及び格子間隔)。図 4.17で、
ωmin に対応する k よりも大きい k では、Da2k2 の寄与が無視できなくなる。これより
k が大きくなる範囲では、ω が k2 に比例すると仮定すると、本研究において印加磁場が
H = 160 mTの場合、2マグノン過程による遷移で、k = 1.2× 107 m−1 のマグノンが生
成されると計算できる。また D は、D = 2.0 × 10−20J と導出できた。緩和時間 Tk は、
一様歳差運動における表式 1/Tk = ωα を用いて近似的に求めた。群速度 vg は分散関係
が ω ∝ k2 であることから、vg = 2Da2k として求めた。















図 4.17 スピン波の分散関係の模式図。赤矢印が 2マグノンの波数 k
′
への遷移過程、





ンの傾角 β を求める。このとき β はスピンが一様歳差運動を行っている際の表式を用い
る。図 4.14に着目すると、スピンの y 成分をmy とおくと、β = sin
−1(my/Ms)と定義
できる。ここで、Ms は飽和磁化である。すなわちmy を求めることができれば、β も導
出することができる。
my は強磁性共鳴を用いた測定において、面内方向に磁場を印加した条件で、第 3章で
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ターは実験もしくは文献値から見積もった。α及び hは、α = 1 × 10−4、h = 7 × 10−6
Tを使用した。
YIGの端で励起されたスピン波は、励起地点にあるスピンの傾角 β も指数関数的に減
衰していく。励起地点から nj 個離れたサイトにあるスピンの傾角 βj は、格子間隔 a及
びスピン波の減衰長 ξ を用いて、











必要がある。(4.8.1) 式の sin(αj+1 − αj) にあたる部分はスピン波の波長に反比例する。
sin(αj+1 − αj)は、









る。電気分極 P は実験結果から、印加磁場がH = 160 mTの場合、P = 3.0×10−8C/m2
となる。よって、本研究で算出された η を求めると、BVMSWモードのスピン波 (スピ
ン波共鳴周波数: 6.11 GHz)を用いた場合、η ∼ 3× 10−8C/m2 となった。また、MSSW
モードのスピン波 (スピン波共鳴周波数: 6.56 GHz)を用いた場合、η ∼ 5 × 10−6C/m2
となった。これらの結果はマルチフェロイックスの一つである TbMnO3 の η の値
η ∼ 1× 10−3C/m2 と比較しても十分に小さいことがわかる [96]。その原因として、YIG
のスピン軌道相互作用が小さいことと、スピン波がおりなすスピン間の角度が小さいこと
が予想される。
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また、交換スピン波を用いて 2 マグノン散乱を利用した場合には、η と 2 マグノン
への遷移確率 A の積 ηA を導出することができる。印加磁場が H = 160 mT の場合、
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